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総合海洋政策本部参与会議（第 81 回）議事概要 

◆日時：令和７年11月７日（金）14時00分～16時30分

◆場所：赤坂インターシティコンファレンス３０２会議室

◆議事概要（参与の発言は○、事務局等の発言は●で示す。敬称略。）

１．開会 

２．海洋人材育成等に係る取組状況について（報告） 

〔資料１について国土交通省から、資料２について水産庁から、資料３について

海洋事務局から説明〕 

○ 外航船員についてお聞きしたい。安全保障の観点から外航船に勤務する⽇本⼈の船員
を⼀定数確保することが必要だという説明だったが、おおむねどれくらいの規模の船員
の確保が必要と考えているのか。また、それに対して現状で 2,000 ⼈と発⾔していたが、
これは⽇本の商船隊に乗っている⽅の数なのか。この 2,000 ⼈ではどの程度⾜りていない
と理解すればよいか。また⽇本⼈船員を増やすということは、紹介のあった待遇改善や
PR を通して就業希望者が増えれば達成できる⾒込みと考えてよいのだろうか。船主側も
コスト⾯を考えると、⽇本⼈船員を多く雇わないのではないかと想像するのだが、求⼈倍
率が⾼いということは、外航船も含めて⾼い、応募者さえ増えれば増えると理解してよい
か。

● いろいろな観点、安全保障の観点からも、やはり外航に関しても⽇本⼈船員を増やして

いくことが必要だと我々は考えている。実際に⽬標を掲げており、資料１の６ページの外

航⽇本⼈船員数の推移のグラフの 2018 の部分に記載している、 「外航⽇本⼈船員数を平成

30 年度からの 10 年間で 1.5 倍に増加」という⽬標を掲げている。数でいうと、5,500 と

かそれくらいの数字だったと思う。そういう⾯で、この 2,000 ⼈という数字は⼗分な状況

に⾄っていないという認識を我々は強く持っているので、ここを何とか改善していかなけ

ればいけないという思いを強く持っている。他⽅で、先ほど御指摘があった、コスト⾯、

コスト競争⼒もあり、実際に増えるかどうかは、外航船社で採⽤できるかどうかというこ

とも関わってくるので、国が願い、いろいろな施策を打ったら、それですぐに解決してい

くのかというと、そういう問題ではないということも強く認識している。ただ、国として

いろいろやらなければいけないだろうということはやらなければいけないと認識してい

て、先ほども８ページのところで御説明したが、やはり外航船社も⾼度な⼈材を採ってい
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きたいというニーズが強いのだというお話も聞いている。そういった⽅も輩出できるよう

な海技⼈材の養成ルートを強化していかなければいけないということで、⼀般⼤学の卒業

⽣に対応する養成ルートの強化、これは外航⽇本⼈船員を増やしていくための１つの⽅策

ではないかと思っている。こういったできる⼿をできるだけ打っていく、考えられるもの

を我々としても最⼤限やっていくという思いの中でいろいろな施策を打ち出していると

ころである。求⼈倍率に関しては、4.95 という数字を７ページで⽰しているが、この求⼈

倍率はいろいろな業界、外航・内航を全部含めた数字になっており、⾼いのは内航と漁船

ということで、外航に関しては１を切るような状況というのも実態としてある。そういう

⾯でこういう数字を⾚裸々にお伝えすると、どうやって増やしていくのだという話になっ

てしまうが、現実はそうだということを受け⽌めた上で、他⽅で増やしていかなければい

けないという⽬標を掲げている中で、我々としてもできることを最⼤限やっており、今後

もやっていくということで取り組んでいきたいと考えている。 

○ まず、教育機関の件についてお聞きしたい。少なくとも国⼟交通省と⽂部科学省が海技

⼈材の育成を⾏っている。またその中でも⾮常に多岐にわたる教育機関がある。しかし、

選択肢が多いのはいいかもしれないが、⼀般の⽅には⾮常に分かりづらくなっているよう

に感じる。また、説明の中にもあったが、もう少し合理化できる部分があるのではないか。

諸外国などで、どのような船員の教育を⾏っているのか分からないが、もう少しシンプル

にできるのではないか。２つ⽬は資格の問題である。国⼟交通省に御検討いただき緩和さ

れてきたが、海上⾃衛官で１万トンを超えるような船の艦⻑を経験しても、退職するとモ

ーターボートも動かすことができないのが現状である。毎年 500 名以上の⾃衛官の船乗り

が退職していると思うが、⼤半の⼈間は海事関係以外の仕事に就いているのが現状である。

もちろん、退官後は船に乗りたくないという⼈もたくさんいると思うが、更に効果的な再

就職⽅法を検討すべきと考える。また、これからは無⼈化する船が出てくると思う。こう

いった船を動かす資格について、今の教育や海技資格がそのまま適⽤されるとは考えにく

いが、その際には省庁を超えて⼀本化した教育を検討していただきたい。 

○ 最近の海に関する報道を⾒ると、臨海学校の廃⽌だとかプール教室の廃⽌や、あるいは

海⽔浴場、海⽔浴客の減少というような報道が多数⾒られる。そういった意味で若年層

が海に触れ合う機会が⾮常に減ってきているのではないか。ただそれぞれ理由があるの

で、それを改善するのはなかなか難しいと思う。今までとは違った形で若い⽅が海に触
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れ合う機会を作ることが必要になってくるのではないか。今⽇御説明のあった「C to Sea」

あるいは「ニッポン学びの海プラットフォーム」といった活動の中で既にそのような取

組をされているとは思うが、ぜひそういった観点での努⼒をお願いしたい。 

○ 私からは船員の⼈材確保・育成に関して２点質問させていただきたい。１点⽬は、採⽤

については詳しいデータが載っていたが、リテンションの状況についてはどうかという

ことをお聞きしたい。現在、どの業界も⼈材が流動化し、転職が活発になっている。陸か

らの転⼊組のお話もあったが、逆に、せっかく採⽤して育成しても出ていく⼈がいるの

か、あるいは専⾨技能なので、１回⼊ると他業界に⽐べて流出は低いのかということに

関する状況や対策があれば教えていただきたい。２点⽬が、資料１の 12 ページにあった

とおり、⼈材育成においての横連携は⾮常に重要なモデルだと思うが、連携を進めてい

く上での課題があるのかどうかも教えていただきたい。 

○ まず１点⽬は、国⼟交通省の御説明の造船についてお聞きしたい。例えば、どのくらい

の⼈材が必要なのかという⽬標数を⽰せるだろうか。船員のほうでは求⼈数、求職数が

出ていて、ある意味求⼈数は⽬標数である、求職数がそれに達しないということで⽬標

を満たしていないということを⽰しているが、造船は例えば今治造船が倍増計画を出し

ているが、将来予測を含めてどれくらいの求⼈数があるという数値⽬標があれば、それ

に対する施策が必要になってくると思う。⽔産庁の資料の 12 ページ⽬に、「経営体育成

総合⽀援事業」があったが、こういうものは⾮常に具体的な施策だなと思い聞いていた。

造船に関してもこういう形でしっかり将来予測の⽬標数と、それに対する施策をしっか

り打ち出していただきたい。 

２点⽬は、資料２の１ページ⽬と２ページ⽬で漁獲量の推移、就業者数の推移があった

が、これは⿂が減ったから⼈が減ったのか、⼈が減ったのか⿂が減ったのかをお聞きし

たい。⿂が減ったら⼈が減るのはビジネスとして当然の帰結で、むしろ適正である。そ

の上でどのくらいのビジネス規模にしたいのか、先ほどの⽬標数というところはどうの

ように考えられているのかというのを聞きたい。 

○ １点⽬は、既に御意⾒があったが、船員育成についてお聞きしたい。国⼟交通省、海洋

政策本部でリードして、全体最適を⽬指してほしい。船員育成は各省庁縦割りでやって

いる感じがして、⾮効率な部分があるように思う。これを改めるのは誰かといえば、免

状を発給して質の責任を問う国⼟交通省、また横の連絡を取り合うという⽬的でつくら
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れた海洋政策本部、この２つがやはり中⼼となって組み直してほしい。その中で２点つ

まらないことだが、こうやったらどうだということをお話ししようと思う。１点は練習

船の効率的な運⽤である。各学校ごとに練習船を持っているのだが、稼働率が低い。せ

っかく資源があるのだから、これを効率的に使う。こういうところからやってみたらど

うかと思う。２点⽬は、ルールの緩和により質を上げるということである。例えば乗船

履歴におけるルールだが、先ほどもあったが、陸上実習での代替による履歴をつけると

いうのは、国際ルールの中でまだはっきりしていない部分がある。これは⽇本がリード

して変えることによって、緩和しつつ質を上げていくことが可能になると思う。この２

点を１つの例として挙げさせていただいた。２点⽬だが、初等教育の重要性についてお

話しさせていただきたい。これは先ほどお話があったが、若年層がなかなか海に出てこ

ないというのは本当の現実だと思う。その中で初等教育をしっかりすることによって、

海への関⼼や海洋産業に対する関⼼を持ってもらうことは⾮常に⼤事である。皆さんが

おっしゃるとおりだと思う。では、どうして進まないのかという原因の１つに、教育を

する先⽣が海にあまり興味がない、海を知らないのではないのかというところに問題が

ある。なので、先⽣をまず海または船の現場にお連れするような施策を取るのはいかが

だろうか。３点⽬だが、すごく⼤きな話で恐縮であるが、冒頭に出ていたが、国の政策

が安全保障であったり経済安全保障の重視ということで⼤きく転換している。この場合

に皆さんすぐ明⽇にでも効果があると思われるかもしれないが、やはり教育を重視する

ことがこうしたことを⽀える礎になるのではないのかと思うわけである。そのときに現

実を⾒ると、例えば旧商船⼤学の⼤学校では運営費交付⾦が毎年低減してくる。それか

ら、⾼等商船もそうであり、海技⼤学校もそうであり、運営費交付⾦を減らす中で何と

かしてくれないということになっているのだが、⽅針⾃⾝が変わったので、運営費交付

⾦の減少に⻭⽌めをかけるということをぜひお願いしたい。これはここで話して決まる

ものではないと思うのだが、エールということで頑張ってくださいと申し上げたい。 

○ 改めて今⽇の御報告を聞いて、海洋分野の⼈材育成が多様に⾏われているなというこ

とを理解した。ありがとうございました。私からはコメントになるが、今⽇の御報告に

はなかったが、⽇本の海洋系の⼤学、特に⽔産学部においては、練習船の数が減少した

り、⼩型化したりという傾向が続いている。この課題について 2001 年に学術会議から報

告が出るなど、もうずっと⻑いこと以前からの傾向である。もちろんこういった今ある
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練習船を全国の⼤学で共同利⽤する教育関係共同利⽤拠点などの制度が導⼊されていて、

複数の⽔産系の国⽴⼤学の練習船が認定されていて、限られた資源の有効活⽤にはなっ

ている。⼀⽅で、⼤学の練習船は今後もますます減少し⼩型化する傾向が⽌まらないよ

うで、外洋航海ができる練習船が減ってしまって、航海⼠の養成が⼤学では難しくなる

と感じている。航海⼠の養成もそうだが、やはり昨今の温暖化や極端現象の理解のため

にも海洋科学の研究推進、教育の充実は必須で、⽂部科学省の海洋学・⽔産学系の海洋

にかかる⼈材育成を今後どう持続させようとしているのか、その取組についても紹介し

ていただく機会を設けたほうがいいのではないかと感じた。 

○ 今⽇のお話を聞いていると、いろいろな省庁でいろいろな努⼒をされている。それを集

めてどういうことをやればどういう効果があるのかをちゃんと分析して、海洋分野に⼈

を取り込むには、例えば初等教育から全部必要だという話があったが、どういう戦略を

練っていくのか、内閣府の PT とかをつくってきっちり分析するということをやってい

ただきたい。 
○ 私は海技教育機構についてご質問したい。海外の船員制度と⽇本の船員育成制度を⽐

較すると、⽇本の船員育成制度は少し特殊である。同じような形で船を⼀⼿に引き受け
て持って、運⽤して育成するというのは多分⽇本と韓国、あともう⼀つフィリピンがど
うかというところぐらいだと思うが、まず世界のスタンダート、標準に合わせるような
ことができないのだろうか。先ほどもっと制度をシンプルにという説明があったが、そ
の辺りも考えると、例えば外航の船員であれば⺠間に任せるとか、あるいは内航はなか
なか難しいのであれば、そこは政府が受け持つ、例えばJMETSが受け持つという形にし
ていくと、財政的な負担も減らすことができるし、船舶の船員も船を増やせばいいとい
うものではなく、効率よく稼働させるためにはやはり適正な数も必要だと思う。⼤きさ
も本当にこれでいいのかというところもあるので、その辺りも踏まえて考えていくと、
海事局の中の予算の⼤半はJMETSだと思うので、この辺りの改善にもつながっていくの
ではないか。特に資料１の10ページに、５隻練習船があり、そのうち２隻が帆船になっ
ている。帆船が本当に２隻必要なのかどうかというところも踏まえていろいろな議論が
あるのかなと思っている。 

● ⼀点⽬、教育機関が複雑で分かりづらくなっていないかという質問についてお答え申し
上げる。各機関が全く同じことをやっているわけではなくて、それぞれ置かれている⽬
的も違っていて、そういう⾯でそれぞれに意義があるということだと思う。他⽅で、進
学しようとする⽅からすると分かりづらいことも当然あるのだろうと思っている。そう
いう意味でお伝えできることとすれば、１つはJMETSは３校持っているわけだが、どち
らかというと短⼤のほうにシフトさせていくような動きで、先ほど集約化ということを
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お伝えしたが、海技学校は少しずつ海技短⼤に集約化していくというような動きがある。
その上で、進学する⽅にとって分かりづらいのではないかというのは、そのとおりの⾯
があるのだろうと思っている。これは横断的な問題意識になるが、やはり分かりづらい、
よく分からないという部分が海の分野はどうしてもあると思っていて、そういう⾯で先
ほど御紹介した検討会できちんと訴求強化をやるように⾔われている。その中にはそも
そもこういう学校があって、中学を卒業したら海員学校もしくは⾼専です、⾼校を卒業
したら商船⼤学ですといったことを分かりやすく紹介することも含めて、役所もやって
いて、業界もやっていて、学校もやっててと、それぞれがばらばらにやっていることが問
題ではないかと私⾃⾝も⾮常に強く思っている。そこを各機関で連携して、効果的に分
かりやすく情報発信していこうということを今後取り組むことにしていて、そのチーム
も⽴ち上げて検討を始めている。そういった中で御指摘いただいた学校が分かりづらい
という部分もカバーしていければなと思っている。それから、資格の⾯だが、内航船員
のほうに退職された海上⾃衛官が⼊ってくるのは２けた前半くらいの実績だったと思う。
もっと来ていただいていいのではないかと我々としても思っているが、他⽅で、特に内
航だが、何でもブリッジでやらなければいけないという職種なのに対して、⾃衛官の⽅
はどちらかというと⿂雷は⿂雷だけやりますみたいな、専⾨性が⾮常に⾼いこともあっ
て、なかなかなじまないというような議論もあると聞いている。ただ、実際に⼊ってい
ただいてうまくいっている例もたくさんある。それを知っていただくのが⼤事だなと思
っており、退職⾃衛官向けに退職する前から情報提供したりするプログラムを各総監部
でもやっていると聞いている。何とかそことよく連携して、内航業界、海運業界はこん
な感じですよというイメージを持ってもらって、うまくいっている⽅からもできればお
話を聞いていただきたいなと思っている。そういうものを御紹介することで⾝近に感じ
ていただいて、海運業界も退職後の再就職先として考えていただくということを取り組
んでいきたいと思っていて、海上⾃衛隊で積んでいただいた経験あるいは学んでいただ
いたことはできる限り、資格の問題もできることをどんどんやっていこうと。ただ、条約
で決まっているような内容もあるので、条約で可能な範囲でもう全て融通するというこ
とをやっている。ただ、全部はそういうわけにはいかないので、そこの部分を少しでも
省⼒化していく、簡素化していくことは引き続き取り組んでいるところである。若年層
の海離れについて、先ほどの訴求強化の中でもちゃんとやらなければいけない分野だと。
今でもやっているが、それをもっと効果的にできるのではないかと。いろいろな団体が
それぞれ体験乗船を近いところでやっているのであれば、まとめてもっと規模を⼤きく
して、情報発信もまとめてやるほうがいいのではないかというような問題意識を持って
いるので、訴求強化をしっかりやっていこうという中で対応していきたい。採⽤、ディ
テンションの話は実は正確なデータがございません。ただ、内航の業界は、割と業界の
中で⼈が回っているとよく聞いている。転職はあるのだが、別の内航会社に⾏くという
ような動きがよくあると聞いていて、そういう⾯では流動化はそれなりにある業界だと
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いう認識はあるのだが、データがないというのが現実である。機関の横連携の話はいろ
いろな⽅からお話しいただいているが、練習船が空いているのではないかというような
ことは実は先ほどの連携協定の中で連携協議に触れたところだが、１つあり得る横連携
の在り⽅として、空いている練習船に別の学校の⽣徒に乗ってもらうことが可能性とし
ては考えられる。ただ、現場では確かに実習していないが船をメンテナンス中だとか、
船の中で座学をやっているだとか、そういう実態もあるのだという声も聞いている。本
当にどれくらいそういうことが可能なのかをまず調べてみましょうというところまでは
認識が共有できているので、そういうことを地道に取り組んでいきたいと思っている。
造船の⽬標値の御質問については、今、お⽰しできるような数字がないというのが実態
である。他⽅で、造船の⼈材の確保に関しては国⼟交通省も全く⼿ぐすねを引いて⾒て
いるわけではなくて、いろいろな施策を予算もつけて取り組んでいる。魅⼒の発信、⼈
材の育成といったことを取り組んでいることに⾔及させていただきたい。その上で後ほ
ど御説明するが、造船⼈材の確保は、造船業を再⽣していく上で⾮常に重要な柱の１つ
だと⾔われているので、その中で⽂部科学省ともよく連携して今後取り組んでいこうと
考えている。練習船の⾮効率の話は、ルールの緩和、陸上での訓練を乗船の実習に位置
づけるということは、今後国際的に議論していくことになっているので、そこは⽇本が
きっちりリードして、きちんと取り組んでいこうと思っている。初等教育で先⽣にも海
洋に関する教育を⾏うというのは、先ほどの訴求強化のところで、訴求をするときにも
どういう⼈に重点的にやるべきなのかというターゲットを少し決めていこうよというこ
とも実は議論していて、先⽣も当然その中に⼊ってくると思っている。それから、国の施
策が転換する中で教育機関の運営費交付⾦の話は、我々も財務省にいろいろお願いして
いるが、国全体でいうと財政事情が厳しいのだということで毎年の折衝になっている。
我々が要求省庁として⼀⽣懸命頑張るということは当然やるとして、どちらかというと
政府全体として何とかそういうマインドが少し変わるというか、⽅向性が変わるような
ことになれば、我々としても⼤変ありがたいと思う。JMETSに関しては⼀旦中期的な在
り⽅を検討して、練習船隊の在り⽅、⼤型の帆船の減船もやむを得ないことを打ち出し、
できる限り持続可能な形にしていこうということを⼀度整理したところである。ただ、
これで終わりではないと思っているので、どこまで理想的な形にできるのかというのは
現実を⾒据えながらなので、関係者も多くなっているので、⼀⾜⾶びに何か⼤きく変え
ることは実質的には容易ではないのだが、そうはいっても持続的な形に持っていかなけ
ればいけないという問題意識は持っているので、引き続き何ができるのか、何をやるべ
きなのかということをよく⾒定めて取り組んでいきたいと思っている。 

● 資料２の１ページ⽬でマクロに⾒たときに⽣産量が今後どういうふうになると考えて
いるのかということだが、⽔産庁の公式⾒解はその点についてはない。私の⾒解という
ことで申し上げると、遠洋漁業については200海⾥規制も世界中で導⼊されていて、これ
がなくなるというのは考えにくいので、遠洋漁業についてはなかなか量的な拡⼤は難し
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いのかなと思われる。沖合漁業に関しては、マイワシの影響が⾮常に⼤きくて、これは
マイワシがまたたくさん取れるようになるかどうかは研究者に聞いても分からないと思
うので、ちょっと予想できないという意味では、過去20年ぐらいの⽣産量が⼤体基本な
のかなと考えられる。沿岸漁業とかは減っているが、この中には海の環境の変化の部分、
開発の問題もあり、温暖化の問題もあるので、いろいろな理由があって少しずつ減る傾
向にあるのだが、⼤体⽣産量としてはこんなところなのかなと思っている。⾦額は⽐較
的キープしているが、⿂の値段が上がっている、世界的にも需要が伸びていて、輸出も
増えているとか、そういう明るい兆しもある。これから陸上養殖とか新しい技術も出て
くるので、⾦額はまだまだ伸びる可能性があると思われる。資料２の２ページ⽬、この
20年間で半減していると申し上げた。半減しているのにそんなに⽣産⾦額は減ってない
し、⽣産量は２割ぐらいしか減っていないのは、１⼈当たりの⽣産性が伸びていること
もあるのですけれども、実は私が今⽇御説明していない要因としまして、外国⼈労働⼒
の問題がある。これは⽇本⼈の数しか⽰していないので、半減しているが、その部分を
外国⼈の⽅に漁業に⼊ってきて働いてもらって補ってもらっているという側⾯がある。
このため外国⼈労働⼒を今後も確保できるか、今後も増やしていけるかというところは
また別途問題があるので、私どもとしては⽇本⼈の漁業就労者の確保が⾮常に重要だと
考えている。

● ⼈材育成のPTを設けてはどうかという御提案をいただいたところだが、PTにつきまし
ては、今、第４期の計画があり、今後第５期の計画が⾒えてくる頃にまたPTを設けると
いう話が恐らく出てくるのだろうと思っている。そういったときに⼈材育成というテー
マはどうかというお話をいただいたことをしっかり受け⽌めて、またそのほかにもどう
いったテーマがあるのか、あるいはいつから動くのかといったことをまた検討してまい
りたい。

３．関係省庁の取組状況Ⅲ（海上保安庁、防衛省）について（報告） 

〔資料４について海上保安庁から、資料５について防衛省から報告〕 

○ 海上保安庁と防衛省から御説明があったように、海上保安庁も海上⾃衛隊も、体制強化
が続いているわけなので、⼈材確保が本当に危機的と⾔ってもいいぐらいの状況ではな
いかと思う。もちろん現在のパイの中でいかに⼈材を確保するかというのも重要なこと
だと思うが、そもそも⺟数となるパイ、⼈⼝の減少を何とかをしなければ、なかなか根
本的な解決にはならないのではないかなと思う。先ほど資料２の２ページに国内労働⼒
⼈⼝の推計を使っての漁業就業者数の予測があったが、同じように現在のような⼈⼝減
少の傾向が続いたときに海上保安庁・海上⾃衛隊の職員数はどういうことになっていく
のかというのを、ある程度可能であれば可視化した上で、⼈⼝減少を安全保障上の喫緊
の課題として政府全体で対処していくことが本当に必要な状況になっているのではない
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か。 
○ 今、お聞かせいただいた両⽅の組織の問題だと思うが、私どもは同じように海の現場に

⼈を送り込む⽴場の会社として恐らく同じような悩みを持っているが、働き⽅改⾰の問

題が最近特に厳しくなってきている中で、実際問題連続して海の上に⼈を送り込むこと

が避けられない職場の場合、これをきちんと回そうと思うと、極論を⾔うと、１か⽉間

海に⾏ってしまうと、次の１か⽉間は完全にオフにして休まなければいけない。そして

また次の１か⽉間⾏ってしまう。そういう⽣活の繰り返しにならざるを得ないというの

が私ども現場を持つ会社の感覚だが、それはお役所でもやはり同じようなことが起こっ

ているのだろうかというのが率直な疑問である。あるいは役所には特別ルールがあって

違うやり⽅があるというようなことなのか、それとも実はもっと厳しい現場の回し⽅を

しなければいけない局⾯があるのだろうと思っているが、いかに対応されていくのか、

その辺を可能な範囲でお聞かせいただきたい。 
○ 先ほど船内環境をよくすることが⾮常に鍵になっているという説明があった。私がもと

もといた⽔産研究・教育機構でも若い⼈を採るのだが、本当にネットがつながらないと
いうことで１か⽉２か⽉で辞めてしまうという例が何件もあった。やはり今の若い⼈は
⽣活環境をある程度保障していく、あるいはそこに⼿を⼊れていくのは、商船は結構で
きていると思うが、防衛省あるいは海上保安庁だけではなくほかでも考えていくべきこ
とだと思う。ぜひその辺も御配慮いただきたい。 

● ⼈材確保について御質問があった。これは私どもとしてもどれだけの職員、海上保安官

が必要なのかということを考える上で、まず今後どれだけハード、巡視船・航空機を増

やしていくのかということを考えた上で、さらには業務の効率化、より少ない⼈数で同

じ業務ができるようにといった効率化あるいはもっと進んでいくと無⼈化みたいな、今、

海上保安庁でも無操縦者航空機を導⼊したりといった取組を進めているが、こうしたこ

とと並⾏して考えていく必要があり、率直なところいろいろそういった新しい技術、ど

んどん新しいものが出ているので、実際どれだけ職員が必要なのか、そういった条件を

合わせてどんどんリバイスしながら⾒通しを⽴てているのが実情になっている。御指摘

の点は⾮常に⼤事なポイントだと思うので、今後もしっかり全体のマクロの状況も踏ま

えながら考えていきたい。それから、労働時間の御質問について、海上保安庁において

は、⼤型巡視船、⻑期⾏動をする船と沿岸域で巡視艇、⼩さい船で、⻑くても１泊２⽇

とかいうものが基本の船と多様な船がある。また勤務地も都市部に近いところから、あ
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るいはかなり⼈⼝の少ないエリアに所在する部署もあり、要はいろいろなケースがあっ

て、確かに⼤型巡視船で⻑期⾏動をするときは１か⽉近い⾏動⽇数があって、その後、

まとまった休暇を取るとかいうことを実現できている船もあれば、そういう形ではない

船もあったり、いろいろな勤務状況があるので、組織全体として勤務状況の改善ですと

かマネジメントは⾮常に苦労している課題である。それから、船内環境の御指摘の点は

⾮常に重要だと思っている。実は海上保安庁においてはスターリンク等を使ったネット

環境の整備、来年度予算がこれから最終的に決まっていくと思うのだが、今、要求して

いるものが実現すれば、来年度中には⼤型巡視船については全てスターリンクが⼊るか

なといった状況になっている。 

● まず少⼦化に伴う就業者数あるいは⾃衛官数の上限の予測については、今すぐにお答

えできかねるが、昨年の出⽣数からして、20 年後の 20 歳の⼈⼝は 80 万⼈もいないわけ

で、それを踏まえて、その中でどれだけの⽅が⾃衛官を選んでくれるかという危機感は

省内でも⾮常に強く共有されているところである。先ほどご説明した、オーストラリア

への協⼒が決まったもがみ型護衛艦というのは約 80 名で動かせる船で、例えばこれま

でだと約 200 名必要だったことを考えると⼤きな変化である。そのようなに個別の装備

品で、できるだけ少ない⼈数で使えるようにしていくというのは１つ⽅向性としてあっ

て、その観点で AI とか UAV を⼊れていく。ただ、現在はちょうど移⾏期なので、従来

型と最新型の両⽅使わなくてはいけないため、マンパワーを要するといったことがある。

その点がうまく乗り切れればなと思っている。いずれにしても国全体で少⼦化が進んで

いく中、陸海空⾃衛隊でどれだけの⽅を採⽤できるということを考えながら、少ない⼈

間でできるだけ多くの能⼒を発揮していくというのが現在⼤きな課題になっている。つ

ぎに、ご質問の労働時間のお話についてだが、例えば、艦艇が任務を終え、⺟港へ寄港

するが、すぐに別の⻑期任務に従事することもある。隊員から聞き取りをすると、⾮常

に厳しい状況。⽣活環境について、私も３⽇ほど研修で艦艇に乗船したことがあるが、

とにかくインターネットにつながらないストレスはやはり⼤きい。世界中でどの国を⾒

ても陸海空の中でやはり今、海が⼀番採⽤が厳しくなっている。どの国の若者もネット

につながらないと困るので、任務に⽀障のない範囲でインターネットにつながる環境を

確保していくというのを、今、進めているところである。 
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４．日本財団を中心とした海洋教育・人材育成について 

〔資料６について日本財団から報告〕 

 
５．その他について 

〔資料７について参与から報告〕 

 

○  「海の事典」という本の宣伝です。１つの項⽬が２ページ⾒開きになっている読み物的
なスタイルのサイクロペディアです。対象は中学⽣以上となっており、「国連海洋科学の
10 年」に掲げられている７つの社会課題に関する項⽬を 20 ぐらいずつ取り上げている
ものなので、今、御紹介のあった⽇本財団でも実施されている様々なプログラムでもぜ
ひ副読本としてお使いいただきたい。 

 

６．その他について 

〔資料８について海洋事務局から報告〕 

 

● 先週の 10 ⽉ 29 ⽇に海洋産業プラットフォーム、以前は海洋資源開発技術プラットフ
ォームと呼んでいたものを開催させていただいたところである。対⾯では 101 名で、ウ
ェブ参加では 141 名の計 242 名の御参加をいただいて、懇親会も含めてかなり活発に御
議論いただいた。もし何かありましたらコメントをいただけたらと思うので、よろしく
お願い申し上げる。 

○ ２点コメントを申し上げたい。１点⽬は、このプラットフォームは名前も変わり、幅広
いテーマを扱う会となった。この会の⽬的は、私は共有と交流と思っており、情報の共
有をまずするということ。２点⽬は、懇親会等を通じて交流を深める場だと考えている
が、今回の会はいずれもうまくいったなと思っている。２点⽬は、この会議で私は⾮常
に印象深いコメントがあったので、皆さんに御披露しようと思う。今回初めて「海洋政
策における宇宙利⽤」というテーマでお話をしていただき、宇宙の⽅に３⼈ほど御説明
いただいた。その中の１名からコメントをいただいたのだが、 「宇宙は国の重点政策で予
算がついている。つまりお⾦はたくさんあります」という御説明で、 「⽤途となる利⽤⽅
法についてまだ限りがあります。ついてはぜひ海洋とのコラボレーションを」というよ
うなお話があった。あまりお⾦がない当業界というか、当⾏政単位とちょっと違ってい
る感じだが、いずれにしても宇宙とのコラボレーションを先⽅は望んでいるので、ここ
にいらっしゃる⽅でもし興味がある⽅がいれば、ぜひ御連絡をということである。 

○ このプラットフォームは９年⽬だが、記念すべき第 10 回⽬を迎えることができたので
御報告したい。特に私からは第３部、活動報告ということで、これは毎回定例的に⾏っ
ている報告内容の１つなのだが、ここでは海洋産業タスクフォースの運営委員⻑である
⽯川さんから活動状況について御報告をいただいている。特に洋上⾵⼒の産業活性化の
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ための活動状況の報告なんかをしていただいたのだが、JWPA からも、そこまでちゃん
と検討されているなら、ぜひ JWPA とも⼀緒に議論しようよみたいなこともあったりし
て、活動状況の意⾒交換という意味では⾮常に有意義であったと感じている。ぜひまた
これは少なくとも年に１回はちゃんとやっていかなければいけない。 

 
７．その他について 

〔資料９について国土交通省から報告〕 

 
○ 御説明ありがとうございます。2024 年の中国の受注が７割になっている中で、⽇本が

伸ばしていく戦略というか、⽅針として、例えばいろいろな技術的な優位性みたいなも
のをつくっていくという説明があったが、中国もそういうことはやっていると思う。な
ので、そういうことも含めてどういうビジョンをお持ちなのか教えていただきたい。 

○ 資料９の５ページ⽬で⾃⺠党から「我が国造船業再⽣のための緊急提⾔」が出たという
ことで、今回のことは造船再⽣の最後のチャンスだと思うので、⼤変結構なことだと思
う。ぜひ具体的に数字を上げて施策をつくっていっていただきたい。 

○ 補正予算のところに⼿をかけようとしているという説明もあったが、これは内容はどち
らかというと⼒業のほうなのか、設備投資のところがやはり必要になってくるというと
ころもあると思うが、そちらなのか、それともこれから次世代に向けて⼈材育成をやっ
ていこうとしているのか、それともここにもあったが、AI とか最先端の技術を使った新
しい例えばロボティクスなどを絡めた⽅向に⾏こうとしているのか、その⽅向性だけで
も、もしあれば教えていただきたい。 

● 何点かコメントをいただいたので、簡単に御説明申し上げる。中国との関係についてだ
が、我々の戦略と少し関係ないかもしれないのだが、今、起きている動きとして、⽶国
が中国建造の船には⼊港料を課すということになっていて、発注が中国から少し逃れる
ような動きが出てきているというのが１つ流れとしてある。そういう⾯では追い⾵なの
ではないかと認識している。その上で中国とどうするかということなのだが、⼤規模に
製造することによって、少しでもスケールメリットを出して、やはり価格差がまずある
ので、そこを埋めていきたい。また、中国もやっているのだが、環境⾯においては⽇本
は優位性があるので、そこをまずきっちり国際的なルールにしてしまって、⽇本の闘い
やすい場をつくるというところを併せてやっていくことで何とか中国に対抗していくと
いうようなことを考えている。あと提⾔で記載されている個々の施策をできるだけ定量
的にということは御指摘のとおりであり、今、つまびらかに御説明はできないのだが、
それぞれ提⾔で⾔われていることを受けて、細かい施策をちゃんとできるだけ定量的に
⽰せるように検討を進めている。それから、設備投資なのか次世代の研究開発なのかと
いうことに関しては、今、できる限り全⽅位でやれるようにと考えている。 

○ 引き続きこの問題は⼤きな話なので、次回以降も御報告等をお願いしたい。本⽇の議題
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は以上になります。本⽇の議題全体を通じて御意⾒等はございますか。よろしいでしょ
うか。それでは、関係省庁からこの際、何かコメントはございますか。

● 最後１点だけ、先ほど座⻑からもお話をいただきましたが、資料９にある成⻑戦略の中
の位置づけに重点分野の１つに海洋を今回⼊れていただいた。これに⼊れていただくに
当たっていろいろな経緯もあったのだが、⼊れる以上はしっかり頑張れと官邸からも⾔
われているので、昨年海洋開発等重点戦略をつくっていただき、それに基づいて幾つか
重点的なテーマを深掘りしながら進めているところだが、その内容も含めて海洋分野で
経済成⻑に資するようなマーケットをつくっていくという観点から、これから⽅向性を
いろいろ議論して、来年の夏に向けてアウトプットを出していきたいと思っている。参
与の皆様⽅には参与会議等々の場を通じましてぜひいろいろなインプットをいただけれ
ばと思っているので、併せてこれまでの海洋基本計画と重点戦略のフォローアップに加
えて成⻑戦略の内容の部分についてもお⼒をいただければと思うので、どうぞよろしく
お願いいたします。

○ ありがとうございます。その他、御発⾔はありますか。よろしいでしょうか。それでは、
関係省庁には本⽇の会議での参与からの御指摘を踏まえて対応いただきますようお願い
いたします。最後に、事務局から事務連絡をお願いします。

● 次回は 12 ⽉ 12 ⽇⾦曜⽇ 14 時から対⾯とオンラインのハイブリッド形式で開催予定で
ございます。詳細につきましては改めて御連絡いたします。事務局からは以上でございま
す。 

○ ありがとうございました。私の不⼿際で時間が⼤変延⻑してしまって申し訳ありません
が、以上をもちまして、第 81 回「参与会議」を終了いたします。ありがとうございまし
た。


